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研究会活動報告 

 

〔情報システム研究会〕 

定期的に研究会を開催し、業界の情報システムに関連する各団体の活動内容について情報の

共有化を行い、情報システムの標準化や効率化に向けての意見交換を行った。また軽減税率対

応として流通ＢＭＳのチェンジリクエストをまとめ提案書として提出した。 

【流通ＢＭＳ チェンジリクエストの目的・内容について】 

①伝票・単一税率での運用（「運用ガイドライン」の追加変更） 

②請求メッセージに足らない「税率別の金額合計」と「登録番号」の新メッセージ新設  

③２０１３年１０月の「適格請求書等保存方式」は要件が多く、検討する時間がないので、２０１９

年１０月の「区分記載請求書等保存方式」をターゲットとしてチェンジリクエストする。 

１０月２６日（金）東京日暮里のホテルラングウッドに於いて会員卸、賛助会員の情報システム担当者

を対象とした「平成３０年度情報システム研修会」を全国卸売酒販組合中央会との共催で開催され、３２

社９３名が参加した。日食協情報システム研究会副座長の福岡 隆氏（伊藤忠食品（株））の司会進行

で始まり、最初に情報システム研究会座長の佐藤登志也氏（国分Ｇ本社（株））が開会の挨拶を行い、

流通業界ＩＣＴ関連で今気になっている事について報告した。ついで奥山則康専務理事が、日食協事

業活動報告として、日食協が今期開発を進めている業界標準の「トラック入荷受付・予約システム」につ

いての開発状況について報告した。続いて講演が行われ５氏が登壇。特に今回は来年から実施される

消費税増税と軽減税率制度に関する業界対応について関心が高く、日食協軽減税率対応システム専

門部会座長の大久保敏男氏（三菱食品（株））が専門部会では税率判定の難しい事例を整理し、財務

省・国税庁への確認を経て対応方法を業界に発信していく方針と述べた。この他ＡＩを活用した業務革

新の事例や物流革新に向けた、ロジスティクス分野におけるデジタルシフトなどの研修が行われた。終

了後懇親会が行われ、開宴挨拶と乾杯の発声を全国卸売酒販組合中央会の江國清志氏が行い、中

締めを八十島幹夫氏（ジャパン・インフォレックス（株））が行って閉会した。 

 

【平成３０年度情報システム研修会 講師・演題】 

（１）「流通システム標準普及推進協議会」の活動状況について 

一般財団法人 流通システム開発センター  ソリューション第二部 部長 坂本 真人 氏 

（２）「製･配･販連携協議会」の活動状況について 

公益財団法人 流通経済研究所 専務理事 加藤 弘貴 氏 

（３）「消費税軽減税率制度に関する業界対応について」 

一般社団法人 日本加工食品卸協会 情報システム研究会 軽減税率対応システム専門部会 座長 

三菱食品（株）情報システム本部長付部長 大久保 敏男 氏 

（４）「AI を活用した業務革新の事例」について 

Automagi 株式会社 取締役 COO 清水 孝治 氏 

（５）「物流革新に向けた、ロジスティクス分野におけるデジタルシフト」 

富士通株式会社 ロジスティクス推進部シニアコンサルタント  横山 正広 氏 
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２０１７年度（平成２９年度）情報処理コストの実態調査について 

情報システム研究会システム専門部会 

 

（調査目的） 

〝EDP 費の妥当性把握〟 

情報システム研究会システム専門部会は、加工食品卸の情報システム部門の経費の妥当性を客観

的に評価するため、また EDP 費のトレンドを把握し情報システム部門の将来に向けての基礎情報を蓄

積するため平成 19 年度から継続して情報システム処理コストの実態調査を行っており、今年度も継続

して会員卸企業 11 社が参加して実態調査を行った。 

【実態調査参加会員卸企業 11 社名（順不同）】 

旭食品（株）・伊藤忠食品（株）・加藤産業(株)・国分グループ本社（株）・コゲツ産業（株）・（株）トーカ

ン・（株）日本アクセス・日本酒類販売(株)・三井食品（株）・三菱食品(株)・ヤマエ久野（株） 

（調査手順） 

情報処理コストの費目は各社で異なる勘定科目細分で計上されているが、専門部会メンバ－が調査

の継続性を考慮して費用区分をマッピングして金額を調査した。調査結果の纏めは費用区分ごとに売

上比率で実施した（連結売上高で実施）。なお、物流に関するシステムコスト（マテハン等）と得意先に

支払うＥＯＳ処理料（支払処理費）は含まれていない。 

（調査結果分析） 

調査参加企業の連結売上高は前年比 101.96％と増加している。対するＥＤＰ費は 103.13％と売上

高増を上回る結果となった。この結果は、各社のシステム改修費用の償却が開始されたのではないか

と推察される。しかし、調査開始以来の平均値である売上比率 0.27％からは大きな変化ない。 

今後、消費増税・軽減税率へのシステム対応及び、ＡＩ／ＲＰＡ／ＩｏＴといった新技術の導入がＥＤＰ

費にどのような影響を与えていくか興味深い問題と考える。 

 

情報処理費用調査票（2014 年度～2017 年度）＿連結売上高比率 

費用区分 項　　目 ２０１４年度
（平成26年度）

２０１５年度
（平成27年度）

２０１６年度
（平成28年度）

２０１７年度
（平成30年度）

ハードウェア関連費用

・電子計算機本体（汎用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ、ｻｰﾊﾞｰ、ﾊﾟｿｺﾝなど）
・周辺機器
・ﾈｯﾄﾜｰｸ機器（ﾙｰﾀｰ・HUB）等
・印刷装置（ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ利用するｺﾋﾟｰ機）
※ｼｽﾃﾑ帳票を出力しない複合機は除く
上記の買取・当期減価償却費・ﾚﾝﾀﾙ／ﾘｰｽ料、ﾊｰﾄﾞｳｪｱの保守費、その他
除外）物流ｾﾝﾀｰのﾏﾃﾊﾝ用の機器（ｻｰﾊﾞｰ・PC・ﾌﾟﾘﾝﾀｰ）

0.045% 0.042% 0.042% 0.042%

ソフトウェア関連費用

・自社開発改修ｿﾌﾄｳｪｱの当期減価償却費
・ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄ・ＤＢＭＳ等の買取経費、当期減価償却費、ﾚﾝﾀﾙ／ﾘｰｽ料情報ｼｽﾃﾑの企画・設計ｺﾝｻﾙﾀﾝト
料
・（ﾊｰﾄﾞｳｪｱと分離して費用計上されている）ＯＳ等
・ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄ等のﾗｲｾﾝｽ料・ｿﾌﾄ保守料等

0.063% 0.081% 0.085% 0.095%

サービス関連費用

・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ費用
・ﾎｽﾃｨﾝｸﾞ・ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ費用
・ﾃﾞｰﾀ作成／ﾃﾞｰﾀ入力委託料
・ｸﾗｳﾄﾞ利用料
・ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ包括の保守料・運用委託料

0.095% 0.093% 0.089% 0.083%

通信関連費用

電話回線使用料
ﾈｯﾄﾜｰｸ関連通信回線使用料
※上記利用に伴う機器で、費用分解できない場合は『通信関連費用」に含める
※ｽﾏﾎ等ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽの費用は除く

0.017% 0.012% 0.012% 0.012%

人件費

情報システム部門等の社内要員（専従者）人件費
参考資料「システム部門員数比較調査票」の社員・パート／派遣／委託人数にカウントされる人員の人
件費
※ソフトウェア開発費とで纏めて支出計上されている場合は其方の項目に記載

0.037% 0.035% 0.034% 0.033%

その他費用 家賃、水道光熱費等の上記項目に含まれない、情報システム部経費 0.007% 0.006% 0.006% 0.007%

0.263% 0.270% 0.268% 0.272%

       　   （情報システム研究会参加会員卸の合計数値　Ｈ２５～２６年＝８企業；Ｈ２７年～＝１１社）

ＥＤＰ費対売上高比率
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2018 年度情報システム研究会画像専門部会活動の概要 

 

画像専門部会の開催は、今年度第４４回を迎え２００９年２月の発足から９年が経過した。 

９年間の大テーマとしては、「日食協画像標準Ｖｅｒ２．１の普及啓蒙」「棚割画像におけるメーカ

ー様によるＥＤＩ登録の推進」を掲げ活動を行ってきた。 

活動範囲としては、２１３社の共同推進メーカー様をターゲットとし、具体的には、棚割画像のＥ

ＤＩ提供を定期的にメールと電話で依頼（春夏・秋冬新商品を１月・７月、その他新商品を２月・５

月・８月・１１月）を行ってきた。 

結果、２０１８年１月～１２月の画像登録率は７２．０％（前年比３．５％ダウン）であった。 

２０１８年上半期（１～６月）の画像登録率は７５．５％と前年同率をキープしたが、下半期（７月～１

２）に入りダウン、１０月に５１．０％（前値比６．３％アップ）をマークするも、６月～９月・１１月～１２月

とマイナスが続いてしまった。その一つの要因としては、下半期はＥＤＩテキスト登録件数が昨年に

比べ２９０件ほど増加するも、画像登録が追い付かなかった事が挙げられる。推進活動の中で、登

録されたＥＤＩテキストに対し画像未登録リストをメーカー様へ配信し要請する活動があるが、その要

請を適切なタイミングで行う事も今後の課題となる。 

なお、本年度は、１１月の画像専門部会に加え、２０１９年２月にワーキング部会を立ち上げた。

その目的としては、画像専門部会活動が来年１０年目を迎える。節目の年を迎えるにあたり、過去

から継続する棚割画像のＥＤＩ化推進活動については「完成の年」と位置づけ、現活動内容の過不

足を見極める為、「推進サイクルの見直し」「共同推進ターゲットの整理」「メーカー様の画像提供

不可能理由の整理と対応策の検討」をテーマとして活動を行っていく。 

また、昨今のＩＴ・ＩＣＴ業界における劇的な変化の中で、画像専門部会としての新たなテーマ「外

観画像・裏面一括画像・ＥＣ向け画像の活用実態や登録推進の必要性」についても、部会体制も

含め来年度のテーマとして検討していきたい。本ワーキング部会第２回は、２０１９年６月に開催を

予定している。 

以 上 

日食協 画像専門部会開催履歴 

開催日 部会名 検 討 内 容 

2018 年 

11 月 21 日 

第 44 回画像専門部会 ① 「画像専門部会」について 

②  2018 年度活動報告について 

・年間画像登録推移の報告 

・春夏・秋冬新商品画像登録の結果報告 

③ 2019 年度活動方針・活動計画について 

2019 年 

2 月 27 日 

第 1 回画像専門部会 

ワーキング部会 

① 棚割画像推進活動について 

・画像共同推進 213 社見直し検討 

・現行の推進活動とタイミングの見直し 

・画像登録率改善活動について 

② 棚割用画像以外の画像（画像種／利用用途）を対

象とした新たな部会体制について 

・外観画像の卸必要性と推進活動について 

・裏面一括画像、EC 向け画像等の卸必要性と今後の

協議体制について 
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〔物流問題研究会〕 

日食協の物流問題研究会・物流効率化専門部会では、４月から、日食協標準の「トラック入荷

受付・予約システム」を本格普及させる。トラックドライバーの荷待ち時間短縮に向け、ドライバーの

操作性にこだわった日本発となる〝業界標準〟のトラック入荷受付予約システムを開発したもので、

第１弾として３月中に関東地区の卸２社（伊藤忠食品・三菱食品）の各１拠点で運用開始する予定。

２０１９年度は３０拠点以上での稼動を目指す。 

 

「トラック入荷受付・予約システム」を開発 
～業界標準でドライバーの混乱や負担を軽減～ 

 

物流問題研究会・物流効率化専門部会では、業界標準システムの開発を目指し、農林水産省

の平成２９年度補正予算における公募事業「食品等物流効率化システム導入支援事業」を活用し、

ＩＴベンダーに依頼してクラウドサービス型の「トラック入荷受付・予約システム」を開発し、加工食品

卸業界が共通のシステムを運用することによって、異なる卸の物流拠点でドライバーの混乱や負担

を軽減する。 

このシステムを利用することにより入構時刻の事前予約を行い、トラックの集中・混雑を緩和し、ド

ライバーの荷待ち時間短縮と庫内作業の平準化が可能になる。また、バースの空き状態を管理し、

待機中のドライバーの呼び出し・バース誘導により作業の滞留を解消。受付から作業開始、終了の

実績収集や分析による業務の効率化にも活用できる。利用対象は会員卸と賛助会員（食品メーカ

ー等）。スマートフォン、タブレット、パソコンの環境があれば月額サービスとして導入できる。利用者

視点に立った機能・画面を搭載し、例えば待機時間実績の照会やドライバーが複数卸センターを

予約する際のログイン効率化に寄与する〝名寄せ機能〟（特許出願中）も備えている。 

業界標準システムの開発・運用は〝業界協調領域事業〟として位置づけし、まずは入荷受付

のシステム化によるデジタル化からスタートし、その記録やデータを基に各物流拠点でのバースの

利用状況の実態を把握した上で、次のステップとしての予約枠の設定やマネージメントのツールと

して活用することを推奨。 

国土交通省のトラックの荷待ち時間調査によると、輸送品目別にみて３０分以上の荷待ち時間

の発生件数は加工食品が最も多く、メーカー・卸間の物流でトラックの待機時間が課題となってい

る。着荷主側の対策の一環として、業界での普及拡大を目指す。 
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〔商品開発研究会〕 

本年も継続して日本パインアップル缶詰協会が主催する開缶研究会に参加し、国内缶（沖縄

産）・輸入缶の形態、肉質、色沢、香味などについて品評した。 

 

〔法務研究会〕 

今年度も基本的に２ヶ月に１回定期的に研究会を開催、座長は輪番制で運営した。今年取り上

げた主な研究テーマは、①日本版司法取引制度の導入について②酒税法等の改正について③

企業法務機能のあり方と弊部の取組みについて④商標法とその実務対応について⑤不正競争防

止法平成３０年改正について⑥仕入先信用不安対応についてであった。また会社法制の見直し

に関する要綱案に対し、「株式会社の代表者の住所が記載された登記事項証明書について」とし

てまとめ意見書を法務省民事局に提出した。 
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〔労務管理研究会〕 

今年度も２ヶ月に１回定期的に研究会を開き、座長は輪番制で運営した。主な研究テーマは、

①採用について②教育について③働き方改革関連法案対応について④テレワーク勤務（在宅勤

務・モバイル勤務）について⑤障がい者雇用の現状について⑥社員のキャリア開発の取組みにつ

いて⑦タレントマネジメントの手法・活用方法⑧社宅管理について⑨時間外労働（長時間労働）削

減の取組みについて⑩同一労働同一賃金対応と給与体系について⑪２０２０年度採用計画につ

いて⑫昇給（ベースアップ）について 
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第４４回 異業種交流委員会開催 
 

 

第４４回異業種交流委員会が１０月５日（金）午後３時より今回の当番幹事団体である全国化粧

品日用品卸連合会（全卸連）関連のライオンエンジニアリング（株）本社（墨田区両国）の会議室で

開催された。会議は、全卸連の藤原専務理事の司会進行で始まり、各団体提出の議題について

質疑応答が行われた。特に今回は来年１０月実施予定の消費税増税と軽減税率制度導入に関

する議事が多く提出され活発な意見交換となった。 

 

各団体からの提出議題内容 

１．（一社）日本加工食品卸協会 

①「消費税の価格表示に係る特例措置の恒久化に関する要望」について 

②「加工食品卸売業の物流システムの課題と革新の方向」について 

③日食協標準「トラック入荷受付・予約」システムについて 

２．全国医療品卸連合会 

①消費税引き上げ時の軽減税率制度の対象品目、伝票及び請求書等の記載方法に関して 

②外国人実習制度の対象職種に「卸物流作業」の要請についての進捗状況について 

３．全国米穀販売事業共済協同組合 

①「取引実態調査」第１２回結果報告 

４．全国化粧品日用品卸連合会 

①第２回Ｇｒｅａｔ Ｄｅａｌ Ｓｈｏｗについて 

②チャリテイボウリング大会第２回ＣＳＳカップについて 

 

 

 

第４５回 異業種交流委員会開催 
 

 

第４５回異業種交流委員会が３月１日（金）午後３時より今回の当番幹事団体である弊協会の会議室

にて開催された。会議は日食協の奥山則康専務理事の司会進行で始まり、各団体提出の議案につい

て質疑応答が行われた。特に今回はＧＷ１０連休における配送体制や消費増税と軽減税率制度への

業界対応状況について関心が高く活発な意見交換が行われた。尚、次回は当番幹事が全国菓子卸

商業組合連合会で１０月１０日に開催予定。 

 

各団体からの提出議案 

１．日本医薬品卸売業連合会 

  ①ＧＷ１０連休の配送体制について 

２．東京医療用品卸商協同組合 


